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1． 緒言 
ワイヤを用いて物体を懸垂し搬送するシステムは，重量物
を広い範囲で搬送することに長けており，建設現場や工場な
どでよく利用されている．近年では，橋梁の検査を目的とし
た 8 本のワイヤによる移動式ロボット(1)や，6 本のワイヤを
用いた電波望遠鏡の副鏡ユニットの移動システム(2)など，複
数のワイヤを用いた懸垂システムの研究も行われており，大
規模な空間におけるワイヤ懸垂システムの応用が期待され
ている．こうした複数のワイヤを用いた懸垂システムに関す
る研究では，そのほとんどが 6自由度を拘束するために 6 本
以上のワイヤを利用している．しかし，大規模な空間におい
てはワイヤを駆動するためのシステムが巨大になり設置に
広いスペースが必要となることや，アクチュエータのコスト
が高くなることから，ワイヤの本数が多いことはコストの面
で不利であると考えられる． 
そこで本研究では 4本のワイヤを用いたワイヤ懸垂システ
ムに着目し，拘束が不完全なことによって生じやすくなった
懸垂物の振動の制御を目的として，動力学モデルの構築とそ
の検証を行う．はじめに研究の対象となる 4本のワイヤを用
いたワイヤ懸垂システムの構成とその問題点について述べ
る．次に力のつり合いや幾何学的関係から懸垂システムの剛
性を計算する手法を提案する．さらに，計算した剛性を用い
て懸垂システムの固有振動数・固有モードを計算する手法を
示し，計算によって求めた固有振動数と実測した固有振動数
を比較することによってその妥当性を検証する． 
 
Fig.1 Wire suspended system using four wire 
  
2． 4本のワイヤによる懸垂システムの構成 
本研究で対象とするシステムの概略図を Fig.1 に示す．ワ
ークスペース上部の正方形の頂点から引き出された 4本のワ
イヤによって物体を懸垂し，ワイヤの巻取りによって懸垂物
を移動させることができる． 
本システムは使用しているワイヤが 4 本であるため，すべ
てのワイヤが独立な方向の力を懸垂物に与えたとしても，任
意の外力に拮抗することができない．このため，外力によっ
て懸垂物に加速度が生じ振動が発生してしまう．本研究では
この振動を制御するためにワイヤ懸垂システムの動力学モ
デルの構築を試みている．  
 
3． ワイヤ懸垂システムの剛性の計算手法 
3.1 ワイヤ懸垂システムの剛性の定義 
静止中の懸垂物に外力が加わると外力の大きさに応じて
懸垂物が変位する．本研究ではこのときの外力と変位の関係
を表す行列を剛性と定義し，外力ベクトルを F，懸垂物の変
位ベクトルを X，懸垂システムの剛性を K とおいたとき 
  𝑭 = 𝑲𝛥𝑿      (1) 
が成り立つと考える． 
 
3.2 剛性の計算手法 
外力により懸垂物が変位する場合，並行してワイヤの先端
位置とワイヤの張力が変化する(Fig.2)．本手法ではこのとき
の i 番目のワイヤの先端の変位ベクトルを ΔXi，張力の変化
量を ΔFiとおき，次の 3 つ変数の組の関係に着目する． 
① Fと ΔFi 
② ΔXと ΔXi 
③ ΔFiと ΔXi 
本研究の剛性の計算手法はこの①から③の変数の組につ
いてそれぞれの関係式を求め，式(1)の左辺を ΔXと係数行列
の積という形に変換することで，剛性行列 Kがその係数行列
に等しくなるということを利用する． 
①の関係は力のつり合いから容易に求めることができ，②
はワイヤの先端の位置が懸垂物の取り付け点の位置に一致
していることから求めることができる．③はワイヤの先端位
置と張力の関係を線形化することによって求めることがで
きる．3.2.2 項より①から③についての詳細を述べ，その後剛
性の計算式を示す． 
 
Fig.2 Displacement of suspended object and wire  
3.2.1 F と ΔFの関係 
 懸垂物に外力が加わり平衡状態になったとき，4 本のワイ
ヤの張力の変化の合計と加わった外力はつり合っている．よ
って式(2)の関係が成り立つ． 
  𝑭 = 𝛴 𝛥𝑭𝑖      (2) 
 
3.2.2 ΔX と ΔXiの関係 
 ワイヤ先端の変位は懸垂物の取り付け点の変位と一致す
るため，懸垂物の位置・姿勢から求めることができる．同様
に懸垂物の変位はワイヤ先端の変位を用いて表すことがで
き，式(3)のようになる．なお式(3)の ri は懸垂物の重心を原
点としたときのワイヤの取り付け点の位置ベクトルである． 
  𝛥𝑿 =  [
𝛥𝑿𝑖 − (𝛥𝜽 × 𝒓𝒊)
𝛥𝜽
]    (3) 
 
3.2.3 ΔFiと ΔXiの関係 
 ワイヤの先端変位と張力の変化の関係は，ワイヤ先端の位
置と張力の関係を懸垂物の静止時のつり合い点近傍で線形
化することで求めることができる．ここで，ワイヤの先端位
置とワイヤの張力との関係はワイヤの弛みを考慮する場合
としない場合で異なる．ワイヤの弛みを考慮しない場合，ワ
イヤは張力ベクトルに平行な直線となる．一方，弛みを考慮
する場合，ワイヤは自重によって曲線を描く．大規模な空間
でワイヤ懸垂システムを利用する場合，ワイヤの自重は無視
できないと考えられるため本研究ではワイヤの弛みの影響
を考慮する． 
Fig.3 のようにワイヤがアクチュエータから引き出される
点を原点とし重力に平行に z 軸をとった座標系を考えると，
弛みを考慮したときのワイヤの先端位置 X(x,y,z)と張力
F(Fx,Fy,Fz)の関係は式(4)のように表される(3)．なお，ワイヤ
の線密度を ρ，重力加速度を g，ワイヤの長さを L とする． 
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   (4) 
式(4)を張力の各成分で偏微分したものを並べた行列を C と
おくと，i 番目のワイヤの先端変位と張力の変化の関係は行
列 C を用いて式(5)のように表すことができる． 
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Fig.3 Model of a sagging wire 
 
3.2.4 剛性の計算手法 
式(3)と式(5)から ΔXiを消去すると 
 𝛥𝑭𝒊 = 𝑲𝒊𝛥𝑿      (6) 
と表すことができる．ここで Kiは 
  𝑲𝑖 = [
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である．なお ri’および Fi’はそれぞれ riおよび Fiとの外積の
行列表現である．ここで，式(2)に式(6)を代入すると 
  𝑭 = 𝛴(𝑲𝒊𝛥𝑿)      (8) 
となり，さらに式(1)に式(8)を代入すると 
  (𝛴𝑲𝒊)𝛥𝑿 = 𝑲𝛥𝑿     (9) 
と表すことができる．式(7)よりワイヤの先端位置と張力の関
係から得られる各々のワイヤの係数行列 Ki をすべて足し合
わせたものが懸垂システムの剛性行列となる． 
 
3.3 剛性の計算例 
提案した剛性の計算手法を用いてワイヤ懸垂システムの
固有振動数を計算した例を Table 1 に示す．なお，懸垂物の
質量などのパラメータは Table 2 に示す実験機のパラメータ
を使用している．また，Table 1 は懸垂物がワークスペースの
中央上部から 1.2mの高さにある場合の剛性を計算している． 
 Table 1 から懸垂物がワークスペース中央にある場合，剛性
行列は対称行列となり，z 軸方向の変位に対する復元力は直
交する方向に対しては 0 になることや，z 軸周りの回転の剛
性は他軸に対する剛性に比べて低く，懸垂物にねじれるよう
な振動が生じやすいことが読み取れる． 
 
Table 1 stiffness matrix of the wire suspended system 
9.56×105 0 0 0 -8.90×105 0 
0 9.56×105 0 8.90×105 0 0 
0 0 2.77×106 0 0 0 
0 8.90×105 0 7.98 ×103 0 0 
-8.90×105 0 0 0 7.98 ×103 0 
0 0 0 0 0 9.11 
 
Table 2 Specifications of experimental system 
Object mass 1.84[kg] 
Object size 20[cm]×20[cm]×10[cm] 
Size of Upper part of workspace 1.53[m]×1.53[m] 
Linear density of the wire 0.008[kg/m] 
 
4． ワイヤ懸垂システムの固有振動 
ワイヤ懸垂システムにおける懸垂物の運動方程式を 
  𝑴?̈? + 𝑲𝑿 = 𝑭      (10) 
とおく．懸垂物の固有振動数を𝝎𝒏とすると式(10)は次のよ
うに変形できる． 
  (−𝜔𝑛
2𝑴+𝑲)𝑿 = 0     (11) 
式(11)から固有値問題 
  𝑑𝑒𝑡(−𝜔𝑛
2𝑴+𝑲) = 𝟎     (12) 
を解くことによって，固有振動数を求めることができる．こ
こで剛性行列は 3.2 節で示した手法により計算することがで
き，質量行列 M は懸垂物の質量を m，懸垂物の慣性テンソ
ルを I，懸垂物の姿勢を表す行列を Rとおけば 
  𝑴 = [
𝑚𝑬𝟑×𝟑 𝟎𝟑×𝟑
𝟎𝟑×𝟑 𝑹
𝑻𝑰𝑹
    
]     (13) 
として求めることができる． 
 本手法を用いてワイヤ懸垂システムの固有振動数および
固有モードを計算した例を Table 3 に示す．また，固有振動
数の計算は 3.3 節の剛性計算と同じ条件で行った．Table 3 
は最上段が固有振動数を示しており，その固有振動数に対応
する固有ベクトルを 2 段目以降に示している．Table 3 から，
懸垂物がワークスペースの中央に位置するとき，1 次のモー
ドは水平方向の並進とその並進方向に直交する水平な軸周
りの回転を行うモードであることがわかる．また，3 次のモ
ードはｚ軸周りの回転を行う振動モードである．これらの振
動モードを図示したものを Fig.5 に示す．また，4 次のモー
ド以降は固有振動数が非常に高く，実際の懸垂システムでは
わずかな時間で収束し，悪影響が少ない振動であることが予
想される． 
 
Table 3 Natural frequency ωn and eigenmode of the system 
ωn 7.53 7.53 13.6 901 901 1227 
x -0.418 0 0 -0.607 0 0 
y 0 0.418 0 0 0.607 0 
z 0 0 0 0 0 0.737 
θx 0 -4.71 0 0 3.24 0 
θy -4.71 0 0 3.24 0 0 
θz 0 0 4.52 0 0 0 
 
5． 振動計測と動力学モデルの検証 
提案した懸垂システムの動力学モデルの妥当性を検証す
るために，懸垂システムの実験機を用いて実測実験を行う．
本実験では計測が比較的容易である振動周期に着目し，計測
データから求められる実験機の固有振動数と理論から求め
られる固有振動数の比較を行う． 
 
5.1 懸垂物の振動周期の計測手法 
 懸垂物の振動周期の計測は懸垂物の上部にマーカーを取
り付け，カメラで撮影することによって行う．振動している
懸垂物のマーカーの位置を追跡することによって懸垂物の
振動の軌跡を計測する．この際，カメラ画像の取得時刻を同
時に記録することによって，マーカー位置の時系列データを
取得することができる．計測されたマーカー位置の時系列デ
ータから,ある周期で振幅が最大になる点の時刻とその次の
周期で振幅が最大になる時刻の差分をとることによって振
動の周期を求めることができる．本実験では計測したデータ
から 10 周期分の周期をそれぞれ求め，その平均をとってい
る． 
 
5.2 実験装置の構成 
 Fig.5 に本研究で使用するワイヤ懸垂システムの実験機を
示す．実験機の仕様は Table 2 に示したとおりである．計測
に使用したカメラは BSW20KM11BK(BUFFALO 製)である．  
 
5.3 振動周期の計測実験 
 実験機を用いて懸垂物をワークスペース中央上部からの
高さ z を 0.9m，1.2m，1.5m の三段階に設定し振動の計測を
行った．本実験では計測が容易である 1 次の振動モード
(Fig.4a)を選び計測を行っている．懸垂物の高さごとのマーカ
ー位置の計測結果を Fig.6～8 に示す．また，計測結果から求
めた振動周期と振動周期を求めるために利用した標本の標
準偏差をまとめたものを Table 4 に示す． 
 
(a)primary mode            (b) tertiary mode 
Fig.4 vibration mode 
 
 
Fig.5 experimental system 
 Fig.6 Time-series data of marker distance at z = 0.9 
 
Fig.7 Time-series data of marker distance at z = 1.2 
 
Fig.8 Time-series data of marker distance at z = 1.5 
 
Table 4 Measured period of vibration 
z period standard deviation 
0.9 0.431 0.0169 
1.2 0.606 0.0150 
1.5 0.816 0.0294 
 
Table 5 Measured and theoretical value of natural frequency 
z 
Measured 
value 
theoretical 
value 
error of 
theoretical 
value[%] 
0.9 14.6 9.02 38.0 
1.2 10.4 7.53 27.3 
1.5 7.70 6.31 18.0 
Table 4 を見ると懸垂物の高さが変化することによって振動
周期も変化することがわかる．また，振動周期に対する標準
偏差の割合はいずれの高さにある場合も 4%以内に収まって
おり，カメラによる振動周期の計測は比較的精度良く行えて
いると考えられる．一方，Fig.6～8 を見ると懸垂物の振動は
減衰振動であることがわかる．このため，自由振動を前提と
した動力学モデルは実際の振動を正しくモデル化できてい
ないと考えられる．そこで，計測データから減衰比 ζを計算
し，減衰振動の固有振動数 ωdと非減衰振動の固有振動数 ωn
の関係式 
  𝜔𝑑 = 𝜔𝑛 √(1 − 𝜁2 )     (14) 
を用いて，計測データに減衰がなかったと想定した場合の固
有振動数 ωnを求め理論値との比較を行ったものを Table 5 に
示す．Table 5 を見ると理論値と実測値との間に 40%程度の誤
差が生じる場合があることがわかった．懸垂物の振動周期の
計測は比較的精度よくできていると考えられるため，この誤
差はモデル化誤差によるものだと考えられる．本研究で提案
した剛性は静力学的つり合いを利用したものであり，ワイヤ
自体に生じる振動の影響などを無視しているため，今後動力
学的な影響を考慮した剛性の計算手法が必要であると考え
られる． 
 
6． 結言 
本研究では 4本のワイヤを用いたワイヤ懸垂システムにつ
いて，その剛性の計算を行う手法を提案した．また，ワイヤ
懸垂システムの剛性を用いて懸垂システムの固有振動数を
求める方法を示し実測値との比較を行った．実験によりワイ
ヤ懸垂システムの振動は減衰振動であり，自由振動モデルを
適用することは適切ではないことがわかった．また，提案し
た剛性の計算手法は動力学モデルに適用するには不十分で
あることがわかった．今後，懸垂システムの振動を計算する
ために，ワイヤ自体に生じる動力学的な効果なども考慮する
必要があると考えられる． 
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